
職員給与職員給与職員給与職員給与のののの概要概要概要概要　奈良県職員の給与等の実態について、そのあらましをお知らせします。　職員の給与は、人事委員会が毎年４月１日現在で民間事業所の給与実態や物価、生計費等を調査し、その結果に基づいて行う報告及び勧告を受け、議会の審議を経て、条例等で定めることになっています。なお、厳しい財政状況に鑑み、本県独自の特例措置として、知事等特別職を含む職員について、０．５％から１０％までの給与カット（実施期間は平成１５年度～２３年度）を行っています。

(注) ・平成２２年度普通会計決算

・人件費とは、一般職・特別職に支給される給与、退職手当、共済負担金、災害

補償費等です。

人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況

人件費人件費人件費人件費はははは、、、、県県県県のののの支出支出支出支出のののの３４３４３４３４．．．．３３３３％％％％をををを占占占占めていますめていますめていますめています。。。。

 歳出額 4,691億円 事業費 3,081億円（65.7%）  人件費 1,610億円（34.3%）
一般行政部門 6.6% 警察部門 5.1%教育部門 22.6%

　住民基本台帳人口（平成２３年４月１日現在）　　１，３９６，６６３人



　　　　仕事仕事仕事仕事のののの種類種類種類種類やややや内容内容内容内容によってによってによってによって、、、、条例条例条例条例でででで定定定定められているめられているめられているめられている給料表給料表給料表給料表にににに基基基基づいてづいてづいてづいて支給支給支給支給していますしていますしていますしています。。。。

民間企業民間企業民間企業民間企業のののの給与実態給与実態給与実態給与実態にににに合合合合わせてわせてわせてわせて、、、、平成平成平成平成１４１４１４１４年年年年、、、、１５１５１５１５年年年年、、、、１７１７１７１７年年年年、、、、２１２１２１２１年年年年、、、、２２２２２２２２年及年及年及年及びびびび２３２３２３２３年年年年にににに

引引引引きききき下下下下げをげをげをげを行行行行いましたいましたいましたいました。。。。さらにさらにさらにさらに本県独自本県独自本県独自本県独自のののの特例措置特例措置特例措置特例措置としてとしてとしてとして００００．．．．５５５５～～～～１０１０１０１０％％％％のののの給料給料給料給料カットカットカットカット（（（（実施実施実施実施

期間期間期間期間はははは平成平成平成平成１５１５１５１５年度年度年度年度～～～～２３２３２３２３年度年度年度年度））））をををを実施実施実施実施しているところですしているところですしているところですしているところです。。。。 (単位：円）
給給給給　　　　料料料料

「「「「初任給初任給初任給初任給」」」」はははは平成平成平成平成23232323年年年年4444月月月月1111日現在日現在日現在日現在でででで、「、「、「、「平均給料平均給料平均給料平均給料」」」」及及及及びびびび「「「「経験年数別平均給料月額経験年数別平均給料月額経験年数別平均給料月額経験年数別平均給料月額」」」」はははは平成平成平成平成23232323年年年年4444月支給時月支給時月支給時月支給時のののの額額額額をををを元元元元にににに算出算出算出算出したしたしたした数字数字数字数字ですですですです。。。。
※※※※ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数とはとはとはとは、、、、国家公務員国家公務員国家公務員国家公務員のののの給与水準給与水準給与水準給与水準をををを１００１００１００１００としたとしたとしたとした場合場合場合場合のののの地方公務員地方公務員地方公務員地方公務員のののの給与水給与水給与水給与水

準準準準をををを示示示示すすすす指数指数指数指数ですですですです。。。。

地域手当補正後地域手当補正後地域手当補正後地域手当補正後ののののラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数はははは、、、、９７９７９７９７．．．．００００となっていますとなっていますとなっていますとなっています。。。。

平均給料（平均年齢） 10年経過 15年経過 20年経過344,039 大学卒 178,800 274,689 316,645 366,85243.8 高校卒 144,500 223,762 279,700 314,014325,79939.8380,54045.4402,20347.2 357,881 391,853高校教育職 大学卒 199,700 317,107 352,357 385,792警 察 職 高校卒小・中教育職 大学卒 199,700 309,002164,700 249,210 288,381 339,194区　　分 初任給 経験年数別平均給料月額一般行政職
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■毎月支給されるもの（主なもの）手手手手　　　　当当当当

手当手当手当手当はははは、、、、毎月支給毎月支給毎月支給毎月支給されるものとされるものとされるものとされるものと、、、、特定特定特定特定のののの時期時期時期時期にににに支給支給支給支給されるものがありますされるものがありますされるものがありますされるものがあります。。。。

■特定の時期に支給されるもの（主なもの）

● 配偶者 13,000円● その他の扶養親族 6,500円● 特定年齢加算(16～22歳の子がいる場合１人につき) 5,000円交通機関の利用者６か月通勤定期相当額を支給(但し、55,000円を限度とする）交通用具の利用者自動車以外の交通用具の利用者通勤距離により2,500円～10,500円を支給自動車の利用者通勤距離により3,100円～37,500円を支給● 借家・借間の場合　　　　27,000円を上限に支給● 自宅の場合　　　3,500円を支給正規の勤務時間が割り振られた日の超過勤務　後１２時までの支給割合は１．５０※）　※週休日等の場合、それぞれプラス０．１管理職手当 管理又は監督の地位にある職員に対して支給 ●特殊勤務手当 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に従事したときに支給 ●
　　勤務一時間当たりの給与額×１．２５※×超過勤務時間数　 （ただし、午前０時から午前５時まで及び午後１０時から午管理又は監督の職務の特殊性の程度に応じ、43,500円～139,600円を支給

●●
区　　分 内　　　　容扶養手当 配偶者や子どもなど扶養する職員に支給通勤手当 電車やバス、自動車などで通勤する職員に支給住居手当

防疫作業手当、毒物劇物取扱作業手当、用地取得等交渉手当など、３４種類

家賃を払っている職員や、自宅に住む職員時間外勤務手当 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員に対して支給（ただし、管理職手当支給対象者は不支給） ●

期末手当 勤勉手当6月期 1.225月分 0.675月分12月期 1.375月分 0.675月分計 2.60月分 1.35月分期末手当勤勉手当
区　　分 内　　　　容ボーナスとして支給 (一般職員の場合)

職制上の段階、職務の級等による加算措置あり区　　分 勤続20年 勤続25年 勤続35年自 己 都 合 23.5 月分 33.5 月分 47.5 月分勧 奨・定 年 30.55月分 41.34月分 59.28月分退職手当



特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等

　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等についてはについてはについてはについては、、、、特別職報酬等審議会特別職報酬等審議会特別職報酬等審議会特別職報酬等審議会のののの答申答申答申答申をををを受受受受けてけてけてけて、、、、平成平成平成平成１４１４１４１４年年年年、、、、１５１５１５１５

年年年年、、、、１７１７１７１７年年年年、、、、２１２１２１２１年年年年、、、、２２２２２２２２年及年及年及年及びびびび２３２３２３２３年度年度年度年度にににに引引引引きききき下下下下げをげをげをげを行行行行いましたいましたいましたいました。。。。さらにさらにさらにさらに特例措置特例措置特例措置特例措置としてとしてとしてとして知知知知

事事事事、、、、副知事副知事副知事副知事についてはについてはについてはについては１０１０１０１０～～～～５５５５％％％％のののの給与抑制給与抑制給与抑制給与抑制をををを実施実施実施実施しているところですしているところですしているところですしているところです。。。。

平成２３年１２月現在
給与抑制給与抑制給与抑制給与抑制

　　　　厳厳厳厳しいしいしいしい財政状況財政状況財政状況財政状況にににに鑑鑑鑑鑑みみみみ、、、、本県独自本県独自本県独自本県独自のののの特例措置特例措置特例措置特例措置としてとしてとしてとして、、、、知事知事知事知事をはじめをはじめをはじめをはじめ職員職員職員職員のののの給料等給料等給料等給料等につにつにつにつ

いていていていて、、、、本来本来本来本来のののの支給額支給額支給額支給額からからからから００００．．．．５５５５～～～～１０１０１０１０％％％％ののののカットカットカットカットをををを行行行行っていますっていますっていますっています。。。。

区　分 給料月額 区　分 報 酬 月 額知　事 1,092,600円 議　長 965,000円副 知 事 899,650円 副議長 843,000円議　員 778,000円６月期 1.40月分１２月期 1.55月分計 2.95月分期末手当の支給割合

給料等（平成２４年３月３１日まで）知　事 １０％減額副知事 ５％減額部・次長級 ３．０％減額課長級 ２．０％減額主幹・小規模出先機関の長級 ０．５％減額
区　　分



368,500円26,000円19,725円3,500円28,803円446,528円57,909円36,390円352,229円(注) 1234 所得税は、子ども2人のうち1人が扶養控除の対象であった場合の金額です。超過勤務手当は、10時間の勤務実績があった場合の手当額です。住民税は、前年所得を基礎として算出し、毎月給与から控除しています。
社会保険料等所得税・住民税差引手取額住居手当は、自宅の場合の手当額です。

合　　　　計
扶　養　手　当地　域　手　当住　居　手　当超 過 勤 務手当

参考例参考例参考例参考例(例)奈良市在勤の本県職員(一般行政職)の一月当たり給与収入は、次のようになります。(年齢44歳の係長級で、家族構成が配偶者・子ども二人の職員をモデルにしています。)給　　　　　料


